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   北播磨総合医療センター企業団病院事業の費用等徴収条例 

 

                       平成２５年９月２６日 

                       条 例 第 １ ３ 号 

 

                    改正 平成２６年２月１８日  条例第２号 

                       平成２７年９月３日   条例第５号 

平成３０年１０月１日  条例第５号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、北播磨総合医療センターの費用等の徴収に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「消費税等相当額」とは、消費税法（昭和６３年法

律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づい

て算出した額の合計額をいう。 

 （費用等の額） 

第３条 費用等の額は、次のとおりとする。 

 (1) 診療に要する費用は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）及び高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号)の規定に基づ

く診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号。以下「診療

報酬告示」という。）により算定した額とする。ただし、別表第１に掲げ

るものについては、同表に定める額とする。 

 (2) 入院料は、前号により算定した額に、別表第２に掲げる病室の使用料

に消費税等相当額を加えた額を加算した額とする。 

 (3) 文書等の作成に係る手数料は、別表第３に掲げる額に消費税等相当額

を加えた額とする。 

 (4) 施設の使用料は、電気料金、水道料金その他必要な経費の実費相当額

に消費税等相当額を加えた額を基準として企業長が定める額とする。 

 (5) 前各号に定めるもの以外の費用等は、実費相当額に消費税等相当額を

加えた額を基準として企業長が定める額とする。 

 (6) 前各号の規定により算定した助産に係る費用等には、消費税法第６条

第１項の規定により消費税等相当額を加えないものとする。 



 （消費税等相当額の端数処理） 

第４条 消費税等相当額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。 

 （徴収対象者） 

第５条 費用等は、北播磨総合医療センターにおいて、診療を受け、若しくは

文書等の発行を依頼し、又は施設を使用する者から徴収する。 

 （納付） 

第６条 費用等は、企業長が定める期日までに一括して納付しなければならな

い。ただし、企業長が特別の理由があると認めたときは、納期を延期し、又

は分割して納付することができる。 

 （減免） 

第７条 企業長は、特別の事情があると認める者に対しては、費用等を減免す

ることができる。 

 （委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、企業長が定める。 

 

 

   附 則 

 この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年２月１８日企業団条例第２号） 

この条例は、公布の日（平成２６年２月１８日）から施行する。 

   附 則（平成２７年９月３日企業団条例第５号） 

 この条例は、公布の日（平成２７年９月３日）から施行し、平成２７年９月

１日から適用する。 

附 則（平成３０年１０月１日企業団条例第５号） 

 この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 



別表第１（第３条関係） 

   診療に要する費用 

 １ 労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第１３条第１項の規

定により療養の給付を受ける者（以下「労災保険被給付者」という。） 兵

庫労働基準局長と協定した療養に要する費用の額の算定方法により算定

した額 

 ２ 入院時食事療養費 入院時食事療養費に係る食事療養の費用の額の算

定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第９９号。以下「食事療養費

告示」という。）により算定した額 

 ３ 労災保険被給付者以外の者で健康保険法その他の社会保険に関する法

令の適用を受けない者の療養に要する費用の額 

  (1) 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２６条の規

定により療養の給付を受ける者 地方公務員災害補償基金兵庫県支部

長と契約した療養に要する費用の額の算定方法により算定した額 

  (2) 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平

成２２年北播磨総合医療センター企業団条例第６号）第６条の規定によ

り療養の給付を受ける者 企業長が指定した療養に要する費用の額の

算定方法により算定した額 

  (3) 自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）の適用を受ける

交通事故により療養の給付を受ける者及び前２号によることができな

い医療行為等の費用 診療報酬告示に掲げる点数の１点当たり単価を

２０円として算定した額に、食事療養費告示により算定した額に２を乗

じて得た額を加算した額 

 ４ 健康診断等に要する費用の額は、前３項の規定によるもののほか、次に

掲げる金額に消費税等相当額を加えた額とする。 

  (1) 妊産婦検査料 保険点数の１点１５円で算定した額（別に定めるも

のを除く。） 

  (2) 経口避妊薬・月経周期調節 保険点数の１点１５円で算定した額 

  (3) 卵管結紮術 

   ア 入院料、投薬、注射、処置、手術、画像診断及び検査料 保険点数

の１点１５円で算定した額 

   イ 食事費 入院時食事療養費に１．５を乗じて得た額 

  (4) 身体検査・健康診断料等(薬価基準未収載医薬品の使用又は服用に伴

う検査を含む。)  保険点数の１点１５円で算定した額 

  (5) 分娩料 



   ア 入院料、新生児保育料、分娩に伴う投薬、注射、処置、手術、画像

診断及び検査料 保険点数の１点１５円で算定した額 

   イ 食事費 入院時食事療養費に１．５を乗じて得た額 

５ 選定療養費は、次に定める額を診察に係る料金に加算する。 

（１）初診選定療養費 

   他の病院又は診療所からの紹介なしに受診した患者（緊急その他や

むを得ない事情がある場合を除く。）については、選定療養として、

受けた初診１回につき５，０００円（歯科医師である保険医による初

診の場合は３，０００円）に消費税等相当額を加えた額 

（２）再診選定療養費 

   他の病院（許可病床の数が４００床未満のものに限る。）又は診療

所に対し文書による紹介を行う旨の申出を行ったにもかかわらず、北

播磨総合医療センターを受診した患者（緊急その他やむを得ない事情

がある場合を除く。）については、選定療養として、受けた再診１回

につき２，５００円（歯科医師である保険医による再診の場合は１，

５００円）に消費税等相当額を加えた額 

６ 療養上特に費用を要し、前各項の規定による費用の額ではその費用弁償

が困難なもの又は特別の設備を要するものについては、当該診療又は設備

に特に要した費用の額に消費税等相当額を加えた額とする。 

 

 

別表第２（第３条関係） 

   病室の使用料 

区  分 

三木市又は小野市に

住所を有する者が使

用する場合 

三木市又は小野市以

外に住所を有する者

が使用する場合 

１ 一般病棟特別個室 １２，０００円 １５，０００円 

２ 一般病棟普通個室  ７，０００円  ８，７５０円 

３ 緩和ケア病棟特別個室 ７，０００円 

  備考 

   １ 病室使用料は、１日当たりの料金とする。 

   ２ 病室使用料は、特別の事情があると認められる場合は、減免するこ

とができる。 

 

別表第３（第３条関係） 



   文書等の作成に係る手数料 

 １ 普通診断書及び証明書 １通につき ２，０００円以内 

 ２ 死亡診断書 １通につき ３，０００円以内 

 ３ その他の文書 １通につき ５，０００円以内 

 


